














れず, 原則として政府の許可を必要とした｡ その意味で, 憲法22条が国
籍離脱の自由を認めたことは, １つの画期と言えよう｡ しかしそれは, 無
国籍になる自由を含むものではない｡ 国籍法が, 『外国の国籍を取得した
ときは, 日本の国籍を失う』 と定めているのは (11条１項), その趣旨で




ところで, 憲法上一定の意思ないし行為が ｢～の自由｣ として保障され
る場合には, 論理必然的に ｢～しない自由｣ がそこには含まれているもの
と考えられている｡ 信仰の自由がいかなる信仰をももたないことを, 結社
の自由がいかなる結社にも加入しない自由をそれぞれ同時に保障している
という具合である｡ そうであるとするならば, 国籍を離脱する自由は, 国
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法と政治 69巻 2号Ⅰ (2018年 8月) 201(629)
(３) 原告らの出生当時におけるロシア国籍法上条14条 (2003年11月11日付
け連邦法 No. 151FZ) は ｢簡易手続によるロシア国籍の許可｣ について
規定している｡ 当該規定は, 改正前の2002年法と同様の規定となっている｡








ア連邦国籍の許可を申請し, 他方の親が同意すること｡ 但し, 子がロ
シア連邦の領域内に居住するときは, かかる同意を必要としない｡


























それに対して東京地裁は, 平成28年６月24日の判決 (平成26年 (行ウ)
































問 題 の 所 在








101頁) において ｢日本国籍は, 我が国の構成員としての資格であるとと
論
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(７) 以下の論弁は本判決に対する控訴審 (平成28年行 (コ) 第281号 国
籍確認請求控訴事件) に控訴人側意見書として提出したものである｡ 本稿
執筆に際して, 脚注番号の修正等必要最小限度の補正を加えた｡








































































































権 [U.S. citizenship＝国籍] は, 市民の明示的な意思による場合以外に喪




る｡ Peter H. Schuck, ‘CITIZENSHIP (Update 1)’, Encyclopedia of the
American Constitution Second Edition, edited by Leonard W. Levy and
Kenneth Karst (Macmillan Reference USA, 2000) p. 367.
(10) 以上の経緯については, 柳井健一 『イギリス近代国籍法史研究－憲法
学・国民国家・帝国』 (日本評論社, 2004年) 229232頁｡ 平賀健太 『国籍
法・上』 (帝国判例法規出版, 社, 1950年) 6270頁, 萩野芳夫 『国籍・出
入国と憲法－アメリカと日本の比較－』 (勁草書房, 1982年) 188190頁,
芹田健太郎 『永住者の権利』 (信山社, 1991年) 8082頁等を参照｡
この中でも, 典型的事例となっていたのがイギリスである｡ イギリスで
は17世紀初頭に保護を与えてくれる国王に対して忠誠義務を負う ｢イギ
リス臣民 (British Subject)｣ という双務的関係を国籍として観念すること

























法と政治 69巻 2号Ⅰ (2018年 8月) 207(635)
(11) 柳井健一, 前掲註10, 233頁｡
なり, 当該立法措置実現の検討のために, 1868年議会内に帰化および忠
誠に関する法についての調査委員会 (Royal commissioners for inquiring




































208(636) 法と政治 69巻 2号Ⅰ (2018年 8月)
(12) Convention between Great Britain and the United States relative to
Naturalization, signed at London, 13 May 1870, cited in Clive Parry (ed), The



























法と政治 69巻 2号Ⅰ (2018年 8月) 209(637)
(13) 江川英文・山田鐐一・早田芳郎 『国籍法 第三版 (法律学全集59巻)』









































210(638) 法と政治 69巻 2号Ⅰ (2018年 8月)






























法と政治 69巻 2号Ⅰ (2018年 8月) 211(639)
憲法から見た被告および第一審判決の国籍法第11条１項解釈の不当性
まず, 国籍法第11条１項 ｢日本国民は, 自己の志望によつて外国の国








らかである｡ この点に関連して, 憲法学上の通説は, ｢明治憲法時代の国
籍法 (明治三二法六六) では, この [特定の国家に所属することを表す資
格である] 国籍を個人の一方的な自由意思により離脱することは原則とし
て許されず, 一般的には政府の許可を必要とした (ただ, 日本は血統主義

























212(640) 法と政治 69巻 2号Ⅰ (2018年 8月)









しているのは, 同法第13条である｡ 同条は, ｢外国の国籍を有する日本国
民は, 法務大臣に届け出ることによつて, 日本の国籍を離脱することがで
きる｡ ２前項の規定による届出をした者は, その届出の時に日本の国籍を




















廃止され, 届出時にその効力が生ずるものとされた｡ 参照, 細川清 ｢国籍
法の一部を改正する法律の概要｣ 民事月報39巻６号24頁｡











第22条２項との関係で, 国籍法第11条1項が掲げられるのは, ｢ 『日本国
籍を放棄し, 無国籍になる自由』 をわが憲法 (22条２項) は保障してい


























214(642) 法と政治 69巻 2号Ⅰ (2018年 8月)
(18) 参照, 奥平康弘 ｢たかが国籍, されど国籍－その１｣, ｢たかが国籍さ














の点は, 憲法学の観点から見た場合, 極めて正鵠を射た見解である｡ なぜ

















法と政治 69巻 2号Ⅰ (2018年 8月) 215(643)














































昭和59年の改正国籍法により, 父母両系血統主義 (２条１項) が採用
された結果として重国籍者が増大することが当然に予見されたため, その
解消のための方法として新たに導入されたのが国籍選択制度 (第14条～



























































































法と政治 69巻 2号Ⅰ (2018年 8月) 219(647)
(22) 近藤敦 ｢複数国籍の容認傾向｣ 陳天璽他編著 『越境とアイデンティフィ
























ならない｡ ２ 日本の国籍の選択は, 外国の国籍を離脱することによるほ
かは, 戸籍法の定めるところにより, 日本の国籍を選択し, かつ, 外国の














220(648) 法と政治 69巻 2号Ⅰ (2018年 8月)
(23) 木棚照一, 前掲註(19), 380頁｡
つてする｣｡ 同条による規定が示すところは, 以下の趣旨であると考えら












また, 国籍法第15条は以下の通り規定する｡ ｢法務大臣は, 外国の国籍
を有する日本国民で前条第一項に定める期限内に日本の国籍の選択をしな
いものに対して, 書面により, 国籍の選択をすべきことを催告することが









ときは, この限りでない｣｡ ここでも, 重国籍となっている日本国民に対
論
説
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して, 当該法的状態を解消するために法務大臣が執るべき措置として規定
されるのは ｢催告｣ に過ぎないのであって, 一方的に日本国籍を喪失せし





































222(650) 法と政治 69巻 2号Ⅰ (2018年 8月)
著しく反すると認める｣ 場合という極めて厳格な要件が課されているから












つた者で, 二十歳未満のものは, 日本に住所を有するときは, 法務大臣に
届け出ることによつて, 日本の国籍を取得することができる｣ と規定して













法と政治 69巻 2号Ⅰ (2018年 8月) 223(651)




































224(652) 法と政治 69巻 2号Ⅰ (2018年 8月)
(24) 木棚照一 ｢142 国籍の選択｣ 『ジュリスト増刊 国際私法の争点 新
版』 (1996年, 有斐閣) 268頁｡



























法と政治 69巻 2号Ⅰ (2018年 8月) 225(653)
いうまでもない｣ (133134頁), また ｢日本国籍を喪失するのは外国国籍
を取得した時からであるが, 外国国籍の取得の時がいつであるかは当該外

















ものである｡ 同判決は, 国籍法上の ｢規定が設けられた当時の社会通念や






いる｣ がゆえに, ｢家族生活等の実態に適合する｣ 立法上の対応が必要で
あることを判旨中で指摘している｡ このような ｢家族生活等の実態に適合
する｣ 対応は, 法律の運用に携わる行政にも求められることは当然であろ





















































受けて成立している国籍法上のいわば ｢ベースライン｣ のはずである｡ な











本稿は, 前述の通り, 平成28年 (行コ) 第251号 国籍確認請求控訴事件
に意見書として提出されたものについて最小限の修正ないし加筆をしたもの



















228(656) 法と政治 69巻 2号Ⅰ (2018年 8月)
谷部恭男教授の議論の検討を中心に｣ 法律時報83巻５号 (2011年) 4754
頁参照｡
論説
法と政治 69巻 2号Ⅰ (2018年 8月) 229(657)
Freedom not to be forced to
divest themselves of their nationality
Kenichi YANAI
Article 11① of Japanese Nationality Act provides as follows, ‘If any
Japanese nationals spontaneously acquire foreign nationality, then loose
Japanese nationality’. On the other hand, Article 2 of the Act provides, ‘A
person born shall be the Japanese national in the following cases, and
Article 2① says ‘if at the time of the birth his father or mother is Japanese
National’.
In the litigation argued in this paper, Japanese government insisted that in-
fants of Japanese father and Russian mother born in Japan and acquired
Japanese nationality by birth lose their Japanese nationality by registering as
Russian citizen at the Russian Embassy.
This paper argues that such an administrative practice is unconstitutional
or ultra vires under the Article 22② of the Constitution of Japan which pro-
vides ‘Freedom of all persons to move to a foreign country and to divest
themselves of their nationality shall be inviolate’ and Nationality Act which
permits dual nationality until prescribed age to the children whose parents
have different nationality under certain condition.
